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第 1 回の 46 年選挙で島根県は 78．81％を上げ、第 2 回で若干下がるものの、そ
れでも 76．86％を記録して、第 3 回では 89．92％、これ以降、直近の 2012 年
の選挙まで 47 都道府県の中で最も高い投票率を維持して来たのである。 
こうした高い投票率は、衆議院議員選挙の選挙制度が変更された 96 年選挙以
降でこそ 70％台に低下するものの、49 年選挙から 93 年選挙までの 44 年間継続
された。こうした状況は参議院選挙でもほぼ同様で、これらによって島根県の国
政選挙における投票率は高いということで著名になったのである。 
図 1 衆議院議員選挙における島根県の投票率の推移1（%） 
＜研究報告・実践研究報告＞
47





以降では 70％台、そして 2000 年代に入ると 60％台にまで低下したのである。こ
うした傾向は参議院選挙においても同様であった。しかも、15 年の通常国会で、
選挙権年齢が 20 歳から 18 歳に引き下げられて、島根県内の高校生の 3 人に 1 人
が有権者になった 16 年 7 月の参議院選挙では、従来の予想を覆す結果も引き起
こされた。すなわち、島根県内で 1 万 2896 人もの有権者が新規に登録されたに
も拘わらず、投票率は 18 歳 42．で全国平均が 51．3％に対し、島根県では 45％、













































    「有権者の投票の有無が、候補者の当落を左右する確率（B）」 
     ―「投票に関わるコスト（C）＝Ｄ である。 
 
この定式のＤが０より大きいか否かによって、D < ０ の場合は、投票に行か










動に伴う出費」と操作化すると、１票の価値（Ｄ） ＞ 0 で大きくなり、投票
（＋） → 投票率 （＋）で１票の価値（Ｄ） ＜ 0 小さくなり、棄権（－） 
→ 投票率 （－）、つまり、このコストの状況が投票率を左右すると考えるので














































 画像は 16 年 7 月の参議院議員選挙で、島根県浜田市選挙管理委員会が全国で
はじめての試みである「移動期日前投票所」を設置した模様を取り挙げたもので





































表 3 移動期日前投票所の効果 12 
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